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相談案件
事業者及び金融機関等
からの相談・申請

審査委員会

○代表理事が委託（理事会承認）し

た法律、会計、金融・経済、技術等
に係る有識者９名で構成

○年６回定例開催、臨時開催
○審査委員会設置規程に基づき、出

資委員会から付議された案件につ
いて、審議を行い出資委員会に意
見する。

○議案に関し特別な利害関係を有す
る委員は議決に加わることができな
いよう規定

監事及び外部会計監査人
○ 理事の職務執行の監査
○ 監査報告書の作成

○出資に係る予備審査、本審査、契
約締結等実務を担当

理事会

○契約締結後の案件管理（状況聴取、
出資実行、エグジット等）を担当

○代表理事、専務理事、常務理事、理事４名（計７名）
※監事は理事会に出席し、その監視、牽制を行う

○年４回定例開催、臨時開催
○理事会規程に基づき、出資事業に係る年度ポートフォリオマネジメント方針を決議
○出資契約を締結した案件の遂行状況について出資委員会から報告聴取
○議案に関し特別な利害関係を有する理事は議決に加わることができないよう規定

出資委員会

○代表理事、専務理事、常務理事、事業部長、担当部長、ディレクター、企画役（計9名）
○原則月１回以上開催（H27下期14回）
○出資委員会設置規程に基づき、理事会の委任を受け、出資等（ｴｸﾞｼﾞｯﾄ含）について決議
○出資等に関して審査委員会へ付議し、審査委員会の意見を踏まえて最終決定
○議案に関し特別な利害関係を有する委員は議決に加わることができないよう規定

事業部

外部牽制機能等

モニタリングLフロントL

報告 ポート方針の決定

○事業部長、フロントＬ、モニタリングLで構成
○予備審査（書類確認、ヒア、現地調査等）、本審査（DD、契約交渉等）を実施し出資委
員会付議を判断

○事業部長は、予備審査又は本審査を行う担当者について、案件との利益相反の有無を
確認したうえで指名することを規定

相互牽制

付議 本審査等を指示

環境省

○要綱要領の作成、出資規程等の承認
○報告徴収、指導・監督

地域低炭素投資促進ファンド事業におけるガバナンス・人事について地域低炭素投資促進ファンド事業におけるガバナンス・人事について

【付議件数：47件（累計）】

【審議件数：33件（累計）】

【出資決定件数：23件（累計）】

【相談件数：約400件（累計）】
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代表理事
末吉 竹二郎（すえよし たけじろう）
（国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）特別顧問）

（略歴）
1967年 三菱銀行入行
1994年 同行ニューヨーク支店長

同行取締役
1996年 東京三菱銀行信託会社（NY）頭取
1998年 日興アセットマネジメント副社長
2003年 国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）特別顧問（現任）
2013年 当機構 代表理事

出資委員会委員・審査委員会委員について

委員名 役職

委員長 安井 至 東京大学 名誉教授

委員

荻本 和彦 東京大学生産技術研究所 人間・社会系部門 エネルギー工学連携研究センター 特任教授

藤野 純一 国立環境研究所 社会環境システム研究センター 主任研究員

岩船 由美子 東京大学生産技術研究所 人間・社会系部門 エネルギー工学連携研究センター 特任教授

水上 貴央 弁護士、再エネ事業を支援する法律実務の会 理事長、行政改革推進会議歳出改革ＷＧ 委員

荒川 真司 公認会計士、成和綜合会計事務所 代表

古宮 正章 日本政策投資銀行設備投資研究所 所長

岸本 幸子 パブリックリソース財団 専務理事・事務局長

松岡 俊和 北九州産業学術推進機構 専務理事

役 職 名

委員長 代表理事

委員

専務理事・事務局長

常務理事

事業部長

事業部担当部長

事業部企画役１名

事業部ディレクター３名

出資委員会 委員
金融機関出身者、会計コンサルタント業務経験者等
９名で構成

審査委員会 委員略歴
低炭素技術、地域経済、法律、会計、経営、金融等に係る有識者９名で構成
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ファンド全体のKPI 個別案件のKPI

・出資額当たりの年間CO₂削減量
目標：2,000 ｔ-CO₂/年/億円以上
・出資案件の年間CO₂削減量（見込）に対する達成度
目標：年間ＣＯ₂削減量（見込）の８０％以上

CO₂削減効果

・地域貢献等効果
目標：平均６０点以上（地域関係者の出融資、創出雇

用者等を総合的に評価）
・出資案件の地域ブロックカバー
目標：未出資地域ブロックの出資案件を年間１件以上
・地域型サブファンドの組成件数
目標：年間１件以上

地域活性化効果

・出資額に対する民間資金の比率
目標：３．０倍以上

民間資金の呼び水効果

・機構全体の長期収益性
目標：１．０倍超

収益性

・各出資案件の年間CO₂削減量（見込）に対する達成度
目標：年間ＣＯ₂削減量（見込）の８０％以上

CO₂削減効果

政
策
性

収
益
性

・地域貢献等効果
目標：各出資案件 ６０点以上（地域関係者の出融資、

創出雇用者等を総合的に評価）

地域活性化効果

・各案件の出資額に対する民間資金の比率
目標：３．０倍以上

民間資金の呼び水効果

・個別案件の収益性
目標：１．０倍超

収益性

地域低炭素投資促進ファンド事業のKPIについて
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